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特別支援学校（肢体不自由）に携わる教員が抱える自立活動の指導上の困難さの実態（報告）第二報 

～特別支援学校経験年数による比較と支援を要する困難さとの関連性～ 

 

牛島大典 1)，岡真一郎 2) 

1)九州産業大学人間科学部子ども教育学科，2)令和健康科学大学リハビリテーション学部理学療法学科 

 

１. 背景 

周産期医療や新生児医療等の医学の進歩により，特

別支援学校（肢体不自由）では児童生徒の障害の重度・

重複化が進行し、医療的ケアを必要とする児童生徒が

増加している 1-3)。「令和4年度特別支援教育資料」（文

部科学省）では，特別支援学校の重複障害学級に在籍

している児童生徒の割合が肢体不自由 85.8％，視覚障

害 30.5％, 聴覚障害 23.9％,知的障害 15.4％,病弱

35.7％と肢体不自由の割合が高いことが報告されてい

る 4)。また，福岡県特別支援学校（肢体不自由）にお

ける重複障害学級在籍の児童生徒の割合は 82.8％と，

文部科学省報告と同様の傾向である 5)。このような情

勢から，特別支援学校（肢体不自由）では、多様な障

害の種類や状態に応じた指導や支援がより強く求めら

れている。 

特別支援学校（肢体不自由）で重複障害学級に在籍

している児童生徒は，肢体不自由に伴う運動障害だけ

ではなく，知的障害，感覚障害，認知障害および言語

障害など複数の障害が随伴している。また，教員から

の働き掛けに対する児童生徒の反応が微弱である場合

が多いことで，教員は児童生徒が発する反応を読み取

ることに難渋し，自立活動の指導に迷うことが課題と

なっている。その改善事項として，指導に当たっては，

実態把握から指導目標・内容の設定までの各過程をつ

なぐ要点を分かりやすく記述することや，自立活動に

おける多様な評価方法について分かりやすく記述する

ことが指摘されている 5)。在籍する児童生徒の特徴に

応じた指導を行うためには，複数の教員が協働して児

童生徒の実態を分析・検討し，教育課題を正しく捉え

るための仕組みを整備し，重視する点や留意する点を

明らかにする必要がある。 

さらに，特別支援学校学習指導要領解説自立活動編

（文部科学省，2018）では，自立活動において，何を

いつ，どのように指導するか明示されておらず，具体

的な指導内容を例示するに留められており，このこと

が指導の難しさを表している 6)。その要因として，自

立活動の指導では児童生徒の教育活動や生活を見て，

目標や内容の設定の手続き課題を整理しなければなら

ないこと 7)，何が正解かを断じることができない不確

実性をもつ指導領域であり，教員の専門性の差異によ

って指導の目標や内容が異なること 7)が挙げられる。

そのため，重度・重複障害がある児童生徒の自立活動

においては，個に応じた指導が難しいことから教員の

専門性を向上させる取り組みが欠かせない。 

国立特殊教育総合研究所(2003)による自立活動の

指導に関する課題の調査では，「自立活動に関する専門

性のある教員が少ない」「実態把握等で活用する様々な

検査法に関する専門性をもった教員が限られている」

等の回答が多く寄せられ，自立活動に関する専門性の

ある教員の不足が最も大きな課題と報告されている 9）。

しかしながら，障害の重度・重複化や医療的ケアを必

要とする児童生徒に対して，医療の専門職ではない教

員個人での対応には限界がある。このような現状に対

して，近年では児童生徒の実態に応じた教育活動を組

織的に行うため，学校（学部・学年）に所属する教員

が児童生徒を中心に指導における役割を分担し，医師，

看護師，理学療法士，作業療法士，臨床心理士といっ

た医療職と協働する医教連携が推進されている。 

牛島(2023)は，特別支援学校（肢体不自由）に携わ

る教員が抱える自立活動の指導上の困難さの実態につ

いて教職経験5年以下の教員を対象に，自立活動の指

導に関する悩みや不安，求める支援についてアンケー

ト調査を行い，重度・重複障害がある児童生徒の自立

活動の指導に当たっては，医療の領域を含めた広範囲

の知識や技術が必要であると感じていること，教職経

験が浅い教員にとって，日々の指導に対する悩みや不

安が大きいことを報告している。また，個々の教員は，

自立活動に関わる専門性を向上させるため，「身体の動

き」や「健康の保持」等，自立活動の 6区分での指導

技術や実態把握の方法を重視していること，学校の体

制としてはカリキュラムマネジメントに基づく教育課

程の改善の他に，教員の専門性を向上させるための校

内研修や授業研究を重視した組織づくりを工夫し，初

めて重度・重複障害がある児童生徒に携わる経験の浅

い教員を支える環境作りに取り組んでいた10）。しかし，

教職経験5年以下の教員に対象が限られていたことか

ら，教員の経験年数による不安や指導の困難さの違い

について検討する必要があることが課題としてある。

そこで，本研究では特別支援学校（肢体不自由）の教

員を対象に，自立活動で必要な支援とその要因を明ら

かにすることを目的として，自立活動の指導に関する

悩みや不安，必要な支援および指導で最も難しいと感

じることについてアンケート調査を実施した。 
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２. 研究の方法 

1）対象および手続き 

アンケート調査の対象は，令和 4年度に重複障害学

級を設置する福岡県立特別支援学校（肢体不自由）6校

で勤務する教員138名とした。アンケート調査の手続

きは，九州産業大学倫理審査委員会による規定に基づ

き実施した。本研究を開始する前に，管理職（校長，

副校長・教頭）に対して研究の目的を説明し，調査デ

ータは厳重に保管すること，個人を特定できる情報は

収集しないこと，収集した情報は数値化した上で統計

的な分析にしか使用しないこと，結果は研究以外の用

途には使用しないことを説明し承諾を得た。回答者に

は口頭及び文書で説明し，アンケート用紙の回収を以

って同意を得た。調査期間は，令和4年10月下旬から

11月下旬であった。対象の教職経験による区分は，福

岡県教育委員会が実施している教員研修計画に準じて，

教職経験 5年以下を初期群（以下，A群），6年以上10

年以下を中堅群（以下，B群）および 11年以上をベテ

ラン群（以下，C群）とした。 

 

2）アンケート項目 

アンケート項目は，フェースシート，自立活動にお

ける困難さとして指導上の悩みや不安（以下，悩みや

不安）と，指導上の悩みや不安に対して支援してほし

いこと（以下，必要な支援），自立活動の指導で最も難

しいと感じる内容から構成した（表1）。質問項目の作

成は，文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（2022）

の【参考資料】教育的ニーズを整理するための調査事

項の例（肢体不自由）および一木・安藤（2010）の「指

導目標設定の実際と指導の展望に関する調査」のアン

ケート項目を参考にした 11,12)。アンケートに対する回

答は 4件法とし，悩みや不安は「非常にそう思う」（4

点），「どちらかと言えばそう思う」（3点），「あまり思

わない」（2点），「全く思わない」（1点）とし，点数が

高いほど悩みや不安が強いことを示す。また，必要な

支援は点数が高いほど支援を要することを示している。

悩みや不安 7 項目の合計点および必要な支援 10 項目

の合計点を算出した。 

 

3)統計学的分析 

統計学的分析はSPSS28.0（IBM社製）を使用し，

悩みや不安および必要な支援の下位項目，教職経験に

よる群間比較には一元配置分散分析を行い，有意差を

認めた場合にpost-hoc testとして Bonferroni法を

行った。必要な支援と悩みや不安の関連については，

必要な支援の合計点を従属変数，悩みや不安の各項目

を独立変数とし，ステップワイズ法による重回帰分析

を行った。また，自立活動の指導で最も難しいと感じ

る内容については，重複障害学級の担任経験の有無に

よる比較を2×6クロス集計表によるχ2検定および

Bonferroni法を行った。有意水準は 5％とした。児童

生徒の指導で最も困難と感じる内容の自由記載につい

ては，AIテキストマイニング（ユーザーローカル，

https://textmining.userlocal.jp/）を用いてテキス

トマイニングを行い，共起ネットワークを作成した。

共起とは，一文中に単語のセットが同時に出現する状

態を指すもので，共起ネットワークでは，文章中に出

現する単語の出現パターンが似たものを線で結んでお

り，出現数が多い語ほど大きく，また共起の程度は強

い方から順に太い実線，細い実線，破線で描画されて

いる。 

 

３．結果と考察 

1）対象者の基本特性 

（1）対象者の性別は男性35名，女性が99名，答えた

くないが3名，未回答が1名であった。教職経験年数

は14.4±11.0年（0年－42年），特別支援学校の経験

年数は 10.1±8.1 年（1 年－35 年），重複障害学級の

担任の経験年数は 5.6±5.8 年（1 年－30 年）であっ

た。また，特別支援学校以外の学校種で教職を経験し

たことがある教員が138名中66名含まれていた。 

（2）回答者の所属する学部は，小学部58名(42.0％)，

中学部46名(33.3％)，高等部 31名(22.5％)，未回答

が3名（2.2％）であった。 

（3）主として担当する教育課程は，準ずる教育課程21

名，下学年適用の教育課程3名，知的障害特別支援学

校各教科等の代替の教育課程 18 名，自立活動を主と

する教育課程96名であった。 

 

2）教職経験年数による比較 

（1）自立活動の指導における悩みや不安（表2） 

全体の合計は21.0±4.1点で，分散分析で有意差を

認め（F＝7.301，p＜0.001），post-hoc testではA群

が 22.5±3.8点，C群が 19.5±3.8点と A群が C群よ

り有意に高く，自立活動の指導における悩みや不安が

高かった（図1）。下位項目の群間比較では，概要把握

（F＝4.919，p＝0.009），詳細把握（F＝4.701，p＝0.011），

指導目標（F＝5.123，p＝0.007），指導方法（F＝7.520，

p＜0.001），変容評価（F＝4.431，p＝0.014）および自

立支援（F＝3.359，p＝0.038）において分散分析で有

意差があり， post-hoc testでは概要把握，詳細把握，

指導目標，指導方法，変容評価および自立支援におい

てA群がC群より有意に高く，長期目標を除くすべて

の項目で教職経験 5 年以下の教員が教職経験 11 年以

上の教員より，自立活動の指導で悩みや不安を多く抱

えていた（図2）。 
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「特別支援学校（肢体不自由）における自立活動の指導に関する意識調査」 

１．ご自身についてお答えください。 

（１）性別    ① 男性 ② 女性 ③ その他（答えたくない） 

（２）教職経験年数（※令和 5年3月末現在。） 

   特別支援学校の経験年数 

   他の学校種の経験年数（小学校・中学校・高等学校・義務教育学校・中等教育学校） 

（３）重複学級（訪問教育を含む）担任の経験年数 

（４）現在の所属学部及び学年（ 小学部 ・ 中学部 ・ 高等部 ） 

（５）現在，主として担当する教育課程 

（ 準ずる ・ 下学年適用 ・ 知的障害特別支援学校各教科等の代替 ・ 自立活動を主とする ） 

２．自立活動の指導であなたが感じている日々の悩みや不安についてお答えください。 

  以下の設問に，非常にそう思うは④，どちらかと言えばそう思うは③，あまり思わないは②，全く思わな

いは①に〇で囲んでください。 

（１）児童生徒の実態把握が難しい。 

（２）児童生徒の実態を適切（正確）に把握したか不安である。 

（３）児童生徒の指導目標の設定が難しい。 

（４）児童生徒の学習活動・方法の設定が難しい。 

（５）児童生徒の成長や学習活動における変容を評価することが難しい。 

（６）児童生徒の長期的（学校卒業後）な目指す姿を見通し，目標設定することが難しい。 

（７）児童生徒が自立するためにはどのような力を身に付けさせなければいけないのかわからない。 

３ 自立活動の指導目標及び内容を設定し指導する中で，あなた自身が感じている不安や悩みについてどのよ

うな支援があればよいかお答えください。 

非常にそう思うは④，どちらかと言えばそう思うは③，あまり思わないは②，全く思わないは①に〇で囲

んでください。 

（１）児童生徒の実態把握の方法や見方について支援してほしい。 

（２）児童生徒の自立活動の個別の指導計画（目標設定や方法，評価を含む）について支援してほしい。 

（３）自立活動に関する個別の指導計画や個別の教育支援計画などの引継ぎ資料を充実してほしい。 

（４）児童生徒に対する直接的な指導方法を支援してほしい。 

（５）自立活動に関する校内研修を充実してほしい。 

（６）連携している医療機関，教育機関（教育センターや大学）からの自立活動に関する外部専門家など外部

専門家のアドバイスを直接受ける機会がほしい。 

（７）保護者や関係機関との連携方法について支援してほしい。 

（８）自立活動に関する計画や評価を話し合う時間を確保してほしい。 

（９）自立活動の指導を相談できるような自立活動専科の教員を置いてほしい。 

（10）自立活動の具体的な指導内容を設定する際に参考にできる指導内容表がほしい。 

４．あなたが，児童生徒の指導を行う際に最も難しいと感じる内容は，次のどれでしょうか。 

（１）１つだけ選んで，該当する番号に〇をつけてください。 

 ①運動・動作の指導（動作法等） 

 ②表出・表現する力を育てる指導（ICTやAT等の活用）  

③感覚・知覚の発達に関する指導（視覚障害，聴覚障害，視知覚障害への配慮） 

④姿勢づくりの指導（ポジショニング） 

⑤医療的なニーズへの対応に関する指導（関節拘縮や変形の予防，呼吸・摂食機能の維持向上等） 

⑥障害理解の指導（自己理解・自己管理・自己肯定感等） 

（２）そのように思われた理由についてお書きください。（自由記述） 

表1 アンケート項目 
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図1 自立活動の指導での悩みや不安および支援の群間比較（合計） 
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表3 自立活動の指導で必要な支援の教職経験年数および項目間の比較 

 

p値F値
C群（11年以上）

（n＝48）
B群（6～10年）

（n＝45）
A群（5年以下）

（n＝45）
全体

（n＝138）

0.0184.1643.0±0.7*3.1±0.63.4±0.73.1±0.7#実態把握

0.0026.2732.7±0.7*3.0±0.63.2±0.82.9±0.8#†♭指導計画

0.0692.7312.7±0.73.0±0.82.9±0.82.9±0.8#†♭引継資料

0.0323.5423.2±0.73.1±0.8*3.5±0.73.3±0.7直接指導

0.2711.3203.1±0.73.0±0.63.2±0.63.1±0.7#校内研修

0.7040.3523.2±0.73.3±0.63.3±0.63.3±0.6専門助言

0.1202.1522.5±0.72.6±0.82.8±0.82.6±0.7#†♭連携支援

0.8810.1273.0±0.73.0±0.83.0±0.73.0±0.7#†♭時間確保

0.9890.0113.5±0.73.5±0.73.5±0.73.5±0.7専科教員

0.4100.8983.1±0.83.2±0.83.2±0.93.2±0.8#指導参考

0.0582.90429.7±4.530.5±4.732.0±4.930.7±4.8合計

平均値±標準偏差，一元配置分散分析，post-hoc test：Bonferroni
群間比較：p＜0.05（A群に対して有意差あり），項目間比較：F＝20.469，p＜0.001
専科教員との比較：

#
p＜0.05，専門助言との比較

†
p＜0.05，直接指導との比較：

♭
p＜0.05

表2 自立活動の指導での悩みや不安の教職経験年数および項目間の比較 

 

p値F値
C群（11年以上）

（n＝48）
B群（6～10年）

（n＝45）
A群（5年以下）

（n＝45）
全体

（n＝138）

0.0094.9192.8±0.7**3.1±0.73.2±0.73.0±0.7#†概要把握

0.0114.7013.0±0.7**3.3±0.83.5±0.63.3±0.7#詳細把握

0.0075.1232.9±0.6**3.2±0.63.3±0.73.2±0.7#♭指導目標

<0.0017.5202.8±0.7**3.1±0.73.4±0.73.1±0.7#†♭学習活動・方法

0.0144.4312.6±0.7*2.8±0.83.1±0.82.9±0.8#†変容評価

0.1102.2492.9±0.83.0±0.73.2±0.83.0±0.8#†長期目標

0.0383.3592.4±0.6*2.6±0.82.8±0.82.6±0.7†自立支援

<0.0017.30119.5±3.8**21.0±4.122.5±3.821.0±4.1指導合計

平均値±標準偏差，一元配置分散分析，post-hoc test：Bonferroni
群間比較：**p＜0.01，*p＜0.05（A群に対して有意差あり）
項目間の比較（全体）F＝26.949，p＜0.001，自立支援との比較：

#
p＜0.01，詳細把握との比較：

†
p＜0.05

変容評価との比較：
♭

p＜0.05
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（2）自立活動の指導における必要な支援（表3） 

全体の合計は32.0±4.9点で，分散分析で有意差は

なく，すべての項目で2点を超えていたことから，多

様な支援を求めていることが伺える（図1）。下位項目

の群間比較では，実態把握（F＝4.164，p＝0.018），指

導計画（F＝6.273，p＝0.002），直接指導（F＝3.542，

p＝0.032）において分散分析で有意差があり， post-

hoc testでは，実態把握，指導計画でA群がC群より

有意に高く（それぞれp＜0.05），直接指導ではA群が

B群より有意に高かった（p＜0.05）（図3）。これは，

教職経験 5年以下の教員は，対象となる児童生徒の実

態を把握すること，指導計画を立案すること，適切な

対応を取れるように直接的な指導を求めていることを

示している。 

 

3）下位項目間での比較 

（1）自立活動の指導で感じる悩みや不安（表2） 

全体の分散分析で有意差を認め（F＝26.949，p＜

0.001），post-hoc test では詳細把握（3.3±0.7 点）

が概要把握（3.0±0.7点），学習活動・方法（3.1±0.7

点），変容評価（2.9±0.8点），長期目標（3.0±0.8点），

自立支援（2.6±0.7点）より有意に高く，肢体不自由

児の心身の状態を詳細に把握することに対して，最も

悩みや不安を感じていた（すべて p＜0.05）。 

また，指導目標および学習活動・方法は変容評価よ

り有意に高く，対象に適した目標を設定することや学

習活動を促進するための方法が，自立活動における変

化を観察するより悩みや不安を感じていた。一方で，

自立支援について他の6項目より有意に低く（すべて

p＜0.01），教員の教職経験や専門性を反映した結果で

あった。 

（2）自立活動の指導で必要な支援について（表 3） 

全体の分散分析で有意差を認め（F＝20.469，p＜

0.001），post-hoc testでは専科教員が実態把握，指

導計画，引継ぎ，校内研修，連携支援，時間確保より

有意に高く（すべて p＜0.05），自立活動の指導を専門

 

図2 自立活動の指導での悩みや不安の群間比較（各項目） 

0

1

2

3

4

概要把握 詳細把握 指導目標 指導方法 変容評価 長期目標 自立支援

点
数

全体 A群 B群 C群一元配置分散分析， post-hoc：Bonferroni，**p<0.01，*p<0.05

**
** ** **

*
*

図 3  自立活動の指導で必要な支援の群間比較（各項目） 

-0.5

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

実態把握 指導計画 引継資料 直接指導 校内研修 専門助言 連携支援 時間確保 専科教員 指導参考

点
数

全体 A群 B群 C群一元配置分散分析，Bonferroni，**p<0.01，*p<0.05

**  
*
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とする教員の人員配置を必要としていた。また，直接

指導および専門助言は指導計画，引継ぎ，連携支援，

時間確保より有意に高く（すべて p＜0.05），自立活動

の指導において専門家からの指導や助言を必要として

いた。 

 

4）必要な支援と悩みや不安の因果関係 

（1）全体 

 自立活動の指導に必要な支援合計に対する重回帰分

析の結果，F＝43.125，p＜0.001，調整済みR2＝0.381

となり，詳細把握（β＝0.384，p＜0.001），指導目標

（β＝0.320，p＜0.001）が選択され，教員全体で支援

が必要な要因は児童生徒の詳細把握と指導目標におけ

る悩みや不安であった。教職経験年数により悩みや不

安に有意差があったことから，教職経験年数による 3

群での重回帰分析を行った。 

（2）A群 

 自立活動の指導に必要な支援合計に対する重回帰分

析の結果，F＝25.649，p＜0.001，調整済みR2＝0.359

となり，学習指導・方法（β＝0.611，p＜0.001）が選

択され，A 群で支援が必要な要因は，児童生徒の学習

に対する指導方法における悩みや不安であった。 

（3）B群 

 自立活動の指導に必要な支援合計に対する重回帰分

析の結果，F＝16.134，p＜0.001，調整済みR2＝0.408

となり，自立支援（β＝0.410，p＝0.004），概要把握

 

図4  自立活動の指導で必要な支援と悩みや不安の関連性 

支援合計

学習活動・方法

A群

支援合計

自立支援 概要把握

B群

支援合計

概要把握 詳細把握

C群

表4 自立活動の指導で必要な支援と悩みや不安の関連性（A群） 

 

表4 自立活動の指導に対する支援合計に対する因子分析（A群）

95%信頼区間

VIF上限下限p値t値標準化係数β独立変数

1.0006.0642.61＜0.0015.0650.611学習活動・方法

重回帰分析（ステップワイズ法），従属変数：支援合計
F＝25.649，p＜0.001，調整済みR2＝0.359

表5 自立活動の指導で必要な支援と悩みや不安の関連性（B群） 

 

表5 自立活動の指導に対する支援合計に対する因子分析（B群，n＝45）

95%信頼区間

VIF上限下限p値t値標準化係数β独立変数

1.3824.3840.8630.0043.0070.410自立支援

1.3824.3920.4850.0162.5910.344概要把握

重回帰分析（ステップワイズ法），従属変数：支援合計
F＝16.134，p＜0.001，調整済みR2＝0.408

表6 自立活動の指導で必要な支援と悩みや不安の関連性（C群） 

 

表6 自立活動の指導に対する支援合計に対する因子分析（C群）
95%信頼区間

VIF上限下限p値t値標準化係数β独立変数
1.7113.7270.0430.0452.0610.299概要把握
1.7114.580.8960.0042.9940.435詳細把握

重回帰分析（ステップワイズ法），従属変数：支援合計
F＝18.108，p＜0.001，調整済みR2＝0.421
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（β＝0.344，p＝0.016）が選択され，B群で支援が必

要な要因は，児童生徒の概要を把握することと，自立

を支援することに対する悩みや不安であった。 

（4）C群 

 自立活動の指導に必要な支援合計に対する重回帰分

析の結果，F＝18.108，p＜0.001，調整済みR2＝0.421

となり，C 群で支援が必要な要因は，概要把握（β＝

0.299，p＝0.045），詳細把握（β＝0.435，p＝0.004）

が選択され，児童生徒の概要および詳細を把握するこ

とに対する悩みや不安であった。 

 

5）児童生徒の指導で最も難しいと感じる内容の重複障

害学級担任経験による比較 

χ2検定ではχ2 (5)＝0.3591（p＜0.05）と統計学的

に有意差を認め，post-hoc testでは重複障害学級の

担任経験ありで動作法の割合が有意に多く（31.3％，

p＜0.05），担任経験なしでは表出・表現の割合が有意

に多かった（42.9％，p＜0.05）。 

 

6）児童生徒の指導で最も困難と感じる内容 

 図5の共起ネットワークから，「困難－感じる」を中 

 

表7  児童生徒の指導で最も難しいと感じる内容における重複障害学級担任経験による比較 

 

表7 児童生徒の指導で最も困難と感じる内容における重複学級の担任経験による比較

合計障がい理解医療的ニーズ姿勢感覚・知覚表出・表現動作法
重複学級の担任

経験

11212(10.1)24(26.1)8(9.3)11(10.1)22(26.1)35(30.3)*度数あり

100%10.7%21.4%7.1%9.8%19.6%31.3%％

210(1.9)7(4.9)3(1.7)1(1.9)9(4.9)*1(5.7)度数なし

100%0.0%33.3%14.3%4.8%42.9%4.8%％

133123111123136度数合計

100%9.0%23.3%8.3%9.0%23.3%27.1%％

度数（期待度数），χ
2
検定（Fisherの直接法，χ

2
(5)＝13.591，p＜0.05），多重比較：Bonferroni，*p＜0.05

 

図5 共起ネットワーク 
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心とした円の語のまとまりは，医療的ケアが増え，子

どもの対応が一人ひとり異なること，身体の実態把握

すること，重度化することで表現表出の方法，理解し

たことを伝えること，向き合い育てることが共起して

いた。これは，近年の肢体不自由児の障害が重度化，

多様化していることが，自立活動の指導で児童生徒と

向き合い育てることへの困難さを生じさせていること

を示している。図5右上では「専門知識が必要だと思

う」，左上では「経験や学ぶ機会が少ない」が共起し，

教員が児童生徒の状態を理解するため専門知識を求め

ているが，学ぶ機会が少ないと感じていることを示し

ていた。 

 

４ 考察 

本研究では，福岡県立特別支援学校（肢体不自由）

に勤務する教員を対象に，自立活動の指導に関する困

難さ，必要な支援および児童生徒の指導で最も難しい

と感じることについてアンケート調査を実施した。そ

の結果，悩みや不安については特別支援教育（肢体不

自由）における領域の専門性と教職経験により違いが

あり，必要としている支援の要因は教職経験によって

異なることが明らかになった。また，児童生徒の指導

で最も困難と感じることについても重複障害学級の担

任経験によって異なり，特別支援学校（肢体不自由）

に在籍する児童生徒の重度・重複化によって医療的ケ

アと表現表出の個別対応に困難さを感じている教員が

増加しているが，それに対応する専門的知識や経験を

学ぶ機会が少ないことが示された。 

 

1)自立活動の指導における悩みや不安と必要な支援 

悩みや不安の項目間の比較では詳細把握が指導目

標を除いたすべての項目より有意に高く，自立支援が

他の項目より有意に低かった。また，必要な支援では

専科教員，直接指導および専門助言が他の項目より有

意に高かった。肢体不自由の状態を把握するためには、

医学的側面と心理学的，教育学的側面からの把握が必

要とされている 10)。特別支援学校（肢体不自由）の教

員は児童生徒が自立するための教育を専門としており，

児童生徒の状態を詳細に把握するための医療的専門知

識を必要とすることで多くの悩み，不安を抱えており，

専門教員の配置や直接指導や専門助言を必要としてい

ると考えられる。 

 

2)教職経験による比較 

悩みや不安の合計点はA群が C群より有意に高かっ

たが，必要な支援では有意差はなかったことから，悩

みや不安には教職経験による差が生じるが，支援の必

要性は教職経験年数に関わらず必要としていることが

伺える。一方，下位項目の比較のうち，悩みや不安で

は長期目標を除くすべての項目で A群がC群より有意

に高く，必要な支援では教員の実態把握と指導計画で

A群が C群より有意に高く，直接指導では A群が B群

より有意に高かった。これは，10年間以上の教職経験

を有する教員がこれまでの教職経験を生かし，児童生

徒の実態を把握し，学習方法の工夫と評価することに

よって，肢体不自由に対する自立活動支援の専門性を

身に付けたと考えられる。また，指導計画には，児童

生徒の実態を把握するための医療の専門知識と教職経

験が求められることから，教員経験の短い A群では実

態把握，指導計画がA群，直接指導が B群より支援を

必要としていることが明らかになった。 

 

3）自立活動の指導に必要な支援の要因 

支援を必要とする要因は，教員全体では詳細把握と

指導目標であったが，A群が学習活動・方法，B群が自

立支援と概要把握，C群が概要把握および詳細把握と，

教職経験により異なった。児童生徒の詳細を把握する

ためには医学的な知識が必要であり，指導目標には発

達に加え疾患や障害の予後に関する知識も求められる

ことから，特別支援学校（肢体不自由）の教員が自立

活動の指導に必要な支援として選択されたと考える。 

A 群が支援を必要とする要因として学習活動・方法

が選択された。肢体不自由のある児童生徒の教育的ニ

ーズは，運動・姿勢能力の向上，コミュニケーション

能力の促進，食事や排せつ等の身辺自立の習慣形成，

周囲の人との情緒的なつながりに基づく安定した人間

関係の形成，自分と自分を取り巻く社会についての簡

単な概念の形成，社会的ル―ルについてのある程度の

理解，小集団における最低限の自己コントロールの学

習および認知機能の向上 13)と多岐に渡り，個別性も高

い。教職経験が5年以下の教員は，広範囲で個別性の

高い教育的ニーズに対応するための方法について支援

を求めていると考える。 

B 群が支援を必要とする要因として，自立支援と概

要把握が選択された。児童生徒の自立には，肢体不自

由の状態と本人の意欲が必要である。自立の意欲がみ

られるか判断するため，①自分で周囲の状況を把握し

て行動しようとするか，周囲の状況を判断して自分自

身で安全管理や危険回避ができるか，③自分でできる

ことを他者に依存していないか，④周囲の援助を活用

して，自分のやりたいことを実現しようとするかを把

握する必要があると考えられている 14)。これらの観点

を実践するためには，自立支援では肢体不自由の状態

について教員と本人が障害についての理解を共有し，

本人の意思決定を支援する必要がある。教職経験 6～

10年の教員では，教職経験によって学習活動・方法に
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関する専門性が向上したことで，支援を要する要因が

児童生徒の状態を共有するための概要把握と，本人の

意思決定を伴う自立支援が選択されたと考える。 

C 群で必要な支援には，概要把握および詳細把握が

選択された。肢体不自由を有する児童生徒の状態を詳

細に把握するためには，医学的側面として四肢体幹の

永続的な障害の程度に加え，発生原因による随伴障害，

発達に伴う変化を理解することなどが求められる。さ

らに，心理学的，教育学的側面として，医学的側面か

ら生じる日常生活や学習上における困難さを踏まえ，

学習活動・方法，自立支援を行うために学習環境の合

理的配慮，施設設備，家庭生活について視野に入れて

おく必要がある。このように教職経験 10 年以上の教

員では，児童生徒の概要把握だけでは不十分であり，

学校生活から家庭生活および将来を見据え，肢体不自

由の状態について詳細に把握するための支援を求めて

おり，医師や理学療法士，作業療法士との医教連携を

推進する必要があると考える。 

 

4）児童生徒の指導で最も困難なこと 

重複障害学級の担任経験の有無によって児童生徒

の指導で困難と感じるものに有意差を認めた。重複障

害学級の担任経験がない教員は，重度重複障害がある

児童生徒のわずかな反応を読み取ることやコミュニケ

ーションのとり方などを経験として修得していないこ

とから，実態を把握することが難しいと感じていた。

重複障害学級の担任経験がある教員は，同じような実

態がある児童生徒と関わることで，わずかな反応を読

み取ったり，応答したりできるものの，一人一人の児

童生徒の肢体不自由の状況に応じた指導法（動作法）

に難しさを感じていたと考える。 

自由記述のテキストマイニングでは，重複障害の増

加と重症化によって医療的ケアと表現表出の個別対応

が増加しているが，専門的知識や経験を学ぶ機会が少

ないことが示された。これは，近年の肢体不自由児の

障害が重度化，多様化しており，教員自身にも医療的

ケアとわずかな表現・表出を汲み取るためのスキルが

求められていることを示唆していた。 

本研究では，福岡県内の特別支援学校（肢体不自由）

の教員を対象に，自立活動における悩みや不安と必要

な支援とその要因について分析した。その結果，教職

経験によって悩みや不安の程度と必要な支援の要因が

異なっていたが，教員は児童生徒の状態を理解して支

援するために，教員同士が協働するための学校組織の

改善や医師や理学療法士，作業療法士といった専門家

との医教連携を通じて知識や技術を習得することが必

要であることが明らかになった。 

本研究の限界として，児童生徒に対する教員個人の

悩みや不安に留まっていること，支援の要因の一部し

か明らかにできていないことが挙げられる。教員が求

める支援への対応には，教員が協働できる環境の整備，

医教連携による組織的な体制の構築，教職経験に応じ

た研修体制の確立が必要である。こども家庭庁の創設

に伴い，子どもを中心とした組織的な支援体制の構築

が求められている。そのため，医学的な支援の要請に

対応するためには，教員個人での対応には限界があり，

学校あるいは県として教員および児童生徒への適切な

支援を行うための仕組みを構築することが必要である。 
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